
（単位　円）

科　　　目

固定資産 1,478,061,515 1,710,946,508 232,884,993△    

有形固定資産 902,766,430 930,791,672 28,025,242△     

土地 607,827,000 607,827,000 0

建物 263,836,086 278,316,483 14,480,397△     

教育研究用機器備品 25,311,981 37,041,577 11,729,596△     

管理用機器備品 2,738,847 4,602,122 1,863,275△      

図書 3,052,516 3,004,490 48,026

特定資産 566,525,000 773,571,000 207,046,000△    

退職給与引当特定資産 29,327,000 23,793,000 5,534,000

減価償却引当特定資産 537,198,000 504,778,000 32,420,000

教育充実引当特定資産 0 245,000,000 245,000,000△    

その他の固定資産 8,770,085 6,583,836 2,186,249

電話加入権 1,191,336 1,191,336 0

ソフトウェア 7,152,749 4,966,500 2,186,249

敷金保証金 426,000 426,000 0

流動資産 109,922,289 196,595,028 86,672,739△     

現金預金 106,292,423 190,428,457 84,136,034△     

未収入金 442,611 719,714 277,103△        

貯蔵品 0 1,659,850 1,659,850△      

立替金 155,500 464,500 309,000△        

前払金 3,031,755 3,322,507 290,752△        

資産の部合計 1,587,983,804 1,907,541,536 319,557,732△    

貸借対照表
令和 5年 3月31日

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減



（単位　円）

科　　　目

固定負債 29,326,945 23,793,445 5,533,500

退職給与引当金 29,326,945 23,793,445 5,533,500

流動負債 111,686,770 197,086,831 85,400,061△     

未払金 43,187,883 52,048,087 8,860,204△      

前受金 60,936,000 132,511,000 71,575,000△     

預り金 7,562,887 12,527,744 4,964,857△      

負債の部合計 141,013,715 220,880,276 79,866,561△     

科　　　目

基本金 1,494,336,911 1,487,755,501 6,581,410

第１号基本金 1,448,336,911 1,441,755,501 6,581,410

第４号基本金 46,000,000 46,000,000 0

繰越収支差額 47,366,822△     198,905,759 246,272,581△    

翌年度繰越収支差額 47,366,822△     198,905,759 246,272,581△    

純資産の部合計 1,446,970,089 1,686,661,260 239,691,171△    

負債及び純資産の部合計 1,587,983,804 1,907,541,536 319,557,732△    

        (注記)

           1．重要な会計方針

              引当金の計上基準

              　徴収不能引当金は設定していない。

              　退職給与引当金は期末要支給額の100％を計上している。

           2．重要な会計方針の変更等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし

           3．減価償却額の累計額の合計額                                                     537,226,396 円

           4．徴収不能引当金の合計額                                                                   0 円

           5．担保に供されている資産の種類及び額

                担保に供されている資産はない。

           6．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額                     0 円

           7．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

              　　第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

           8．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項　　　　　　　　　　　なし

純資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

負債の部

本年度末 前年度末 増　　減


